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発表日：2023 年 10 月 3（火） 

2022 年度“日本”株式会社の決算 － その２ 
～法人企業統計から読み解く企業活動の移り変わりと現在位置～ 

第一生命経済研究所 経済調査部 

研究理事 佐久間 啓（℡：050-5221-4503） 

 

－ ポイント － 

＊2022年度の損益分岐点売上高比率は全体で80.0％、1980年度以降の最低を更新 

＊引き続き一人当たり付加価値（＝労働生産性）の伸びは鈍い 

＊労働分配率は69.0％と過去の平均（71.5％）に比べると低位ではあるが、それほど余裕はない 

＊業種によるばらつきも大きいのでいろいろな切り口で統計データを見ていく必要がある 

 

2022年9月14日付のMarket Side Mirrorで「2022年度“日本”株式会社の決算」と題し、法人企業

統計年次別調査データから売上高、ＲＯＥ、キャッシュフロー、バランスシートの状況について

1980年以降の企業活動の移り変わりを整理した。今回は“その２”と題し、前回は触れられなかっ

たが企業活動分析では欠かせない損益分岐点売上高比率、一人当たり付加価値（＝労働生産性）、

労働分配率についてその移り変わりと現在位置を確認しておくことにする。 

 

なお、前回指摘の通り、2009年度より非製造業の中に業種分類として純粋持株会社が独立して設

けられているが、純粋持株会社は子会社の株を持ち、経営管理をすることが主たる業務であり、売

上げは子会社からの配当等に限られるため売上げ規模の割に利益（率）は大きく（高く）なりがち

である。また、法人企業統計は法人単体を集計していることから純粋持株会社とその子会社群が重

複計上され数字が膨れている可能性がある。以上の点を踏まえ原則純粋持株会社を除いた数値で話

を進めていくことにする。また本文中、「大企業」は資本金10億円超、「中堅企業」は資本金1億円

超～10億円未満、「中小企業」は資本金1億円未満の企業である。 

 

2022年度の損益分岐点売上高比率は全規模全産業ベースで80.0％（持株会社含むベースでは

79.2％）。製造業が70.7％、非製造業83.1％（同82.1％）となった。同比率は平成バブル期の1988、

1989年度に一旦87％台％まで低下したが、バブル崩壊後は所謂“３つの過剰”問題に悩まされ2002

年度まで90％台の高止まりが続いていた。その後過剰問題にも一定のめどをつけ固定費中心にコス

トをコントロールし易くなったことから損益分岐点売上高比率は低下傾向で推移している。 

一般的に業種の特性から非製造業に比べ製造業の方が同比率は低いが、それにしても近年の製造

業の低下幅は大きい。これは法人企業統計が国内・単体決算をベースとしていることが影響してお

り割り引いてみる必要があることには注意しなければならない。 

 

損益分岐点売上高比率を企業規模別にみると、製造vs非製造以上に格差が大きいことが分かる。

ここでも特に大企業については国内・単体決算ベースという統計の特徴から実態よりも低めに出て

いる可能性は大きいが、それでも規模間格差は大きいと言わざるを得ないだろう。 
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次に一人当たり付加価値についてみてみたい。付加価値の定義には様々あるが、ここでは付加価

値＝営業純益+人件費+支払利息+動産不動産賃借料+租税公課とし、具体的には法人企業統計データ

の項番73「付加価値(当期末)」データを使用している。また一人当たり付加価値算出にあたっての

分母は従業員のみとする計算が一般的であるが、ここでは役員も含めた人員数を分母としている。

これは大企業については役員-従業員比率は1％に満たないが、中小企業では10数％に上り、役員は

経営者という側面に加え業務執行者として付加価値創出にかかわっている側面が強く役員を含める

ことが合理的であること、大企業、中小企業を同じ土俵で比較するという観点から役員も含めた人

員数を分母とした。 

 

●損益分岐点売上高比率

　固定費 ÷ ｛ 1 - （ 変動費 ÷ 売上高) ｝  ／  売上高 × 100

　　・固定費　＝　人件費＋営業外費用＋減価償却費＋販管費（除く人件費）*0.7

　　・変動費　＝　売上高－経常利益－固定費
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2022年度の一人当たり付加価値額（＝労働生産性）は全規模全産業ベースで640万円（持株会社含

むベースでは656万円）、製造業が837万円、非製造業が590万円となった。企業規模別には大企業が

1,349万円、中堅企業が784万円、中小企業が460万円である。ここでも規模別の差は大きい。平成バ

ブル末期の1990年度を100として指数化すると、それぞれ、全規模全産業102.1、製造業123.9、非製

造業97.9、大企業117.3、中堅企業102.1、中小企業94.9。非製造業、中小企業は32年前の1990年度

を下回るレベルの付加価値しか生み出せていないことになる。 

 

一方、一人当たり付加価値額計算式の分母分子の動きをみるとまた違った姿も見えてくる。分子

であるグロスの付加価値額は1990年度を100とした指数で2022年度の全規模全産業は125.2、製造業

は91.6、非製造業は144.3。役員従業員数でみるとそれぞれ122.6、73.9、147.4となる。製造業はグ

ロスの付加価値額を減らしながら人員数をそれ以上に減らすことで一人当たり付加価値額を増やし

てきたことが分かる。企業規模別には、大企業、中堅企業は人員の伸びを上回る付加価値を獲得し

ているが、中小企業は人員の伸びに付加価値の伸びが追い付いていないことがみてとれる。 
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付加価値とは単純化すれば儲けと人件費だ。そして儲けと人件費の源泉は売上げだ。しかし前回

みたように製造業も非製造業も大企業も国内の事業活動ではほとんど売上げを伸ばすことはできて

いない。売上げが伸びない中で儲けを維持しようとすれば人件費は上げられない。付加価値を増や

せなければ長期的な企業活動の継続は難しいはずだが、そうした状況が長く続いているのはこの間

の金融費用の大幅な低下や特徴的な雇用市場の存在もあって日本国内全体が絶妙なバランスの上で

安定していたということかもしれない。 

 

付加価値が増えなければ人件費を増やすことはできない。付加価値のうち人件費の割合が労働分

配率だが2022年度は全規模全産業ベースで69.0％（持株会社含むベースでは67.5％）、製造業、非

製造業とも69.0％。1980年度以降の全規模全産業の労働分配率の平均は71.5％。この間、景気拡大

期、企業業績好調期には70％を下回るレベルに低下するが、景気減速期、企業業績低迷期には70％

を上回ってくるという状況が続いている。企業規模別には大企業が54.7％、中堅企業が65.5％、中
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小企業が79.2％である。いずれもコロナ禍での業績悪化により一時的に上昇したものの足元では戻

している。しかし中小企業での戻りは鈍く労働分配率の高止まりが続いている。 

物価上昇が続く中、賃上げに注目が集まるが、全体でみても過去平均比低位とはいえ賃上げに余

裕があるという状況ではないし、雇用者の大宗を占める中小企業での労働分配率の高止まりが続い

ていることには注意が必要だ。 

また付加価値は単純化すれば儲けと人件費と書いたが、ここでの儲けは営業利益だ。2003年度ま

では営業利益＞経常利益という図式だったが、2004年度以降は営業利益＜経常利益という図式が定

着し、その差は年々拡大している。つまり営業利益の代わりに経常利益を使えばまた違った姿にな

るという点にも注意する必要があるだろう。 

 

ここまで損益分岐点売上高比率、付加価値、労働分配率について、産業別で製造業と非製造業、

規模別で大企業、中堅企業、中小企業という切り口で分析、確認してきたが、いずれの項目も個別

の業種ごとにばらつきは大きい。マクロの数値が低迷していても個別にみれば好調、継続的に改善

傾向、V字回復しているものもあれば好不調を繰り返したり、右肩下がり傾向を示すものもあったり

する。企業活動は立体的で複雑。一つの切り口だけで言い切ることは難しい。ここでは個別の業種

まで踏み込んだ詳細な分析はしていないが、引き続き分析を進め特徴的な動きがあれば発信してい

くつもりだ。 

 

以上 


